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ABSTRACT: We investigated the horizontal and vertical ground motion characteristics of 
surface layers during strong and weak seismic ground motions at the KiK-net station 
IWTH25, where extreme vertical acceleration was observed during the 2008 Iwate-Miyagi 
Nairiku earthquake. The surface-to-downhole spectral ratio before and after the mainshock 
showed some differences at higher frequencies than 5Hz. These differences could be 
explained by the reduction in P-wave and S-wave velocity at the uppermost layer caused by 
the extreme input motion during the mainshock. 
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1. はじめに 

 2008年岩手・宮城内陸地震（2008年6月14日、MJMA 7.2）の際、独立行政法人防災科学技術研究所の運

用する基盤強震観測網1)（KiK-net）の強震観測点の1つである一関西観測点（IWTH25）では、地表での

最大加速度が3866cm/s2という極めて大きな上下動が観測された2)。この観測点は、本震の震央から南西

約3kmの地点にあり、震源断層面の上盤側に位置している。ここは奥羽脊梁山地を流れる磐井川上流部

左岸の低位段丘面にあたり、KiK-netから公表されている深さ263mまでのボーリング柱状図1)によれば、

新第三紀の凝灰角礫岩と砂岩の互層の上に、第四紀の段丘堆積物が34mの厚さで堆積している。 
 このような強震時における地盤の非線形応答は、翠川3)によって既にレビューされているように、S波
速度の低下及び減衰定数の増大、それに伴う卓越周波数の低周波数化や地盤増幅率の低下として、水平

動において明瞭に現れ、国内外の多くの研究によって広く認められている。例えば、木村・他4)は、2007
年新潟県中越沖地震で大きな水平動が観測された東京電力柏崎刈羽原子力発電所構内の鉛直地震計アレ

イでの本震及び本震前後の小地震の地表及び地中記録のスペクトル比を分析し、表層（0-45m）のS波速

度が本震時には本震前の70%に低下し、本震後19日までの期間にS波速度は本震前の90%程度までにしか

回復しなかったことを示した。一方、上下動に対しては、そのような水平動に匹敵する大加速度の上下

動の観測事例が稀であったこともあり、水平動のような非線形応答が起こり得るのかどうかについて、
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これまで観測記録に基づく十分な議論がなされてきているとはいえない。 
 本研究では、極大地震動の観測されたIWTH25を対象として、地表/地中のスペクトル比を上下動およ

び水平動に対して解析し、強震時及び弱震時または強震前後における表層地盤の震動特性の違いとその

ような違いを生じさせた地盤の弾性波速度及びQ値の変化を調べた。ここでは水平動のみに限らず上下

動に対する震動特性についてもモデル化することで、P波速度とS波速度の変化をともに調べた。 
 
2. 解析したデータ 

 KiK-net IWTH25観測点には、地表と地中（深度260m）に加速度型強震計が設置されている。この観測

点における2000年8月から2009年5月までの強震観測記録計97波を解析した。データセットを「本震前」、

「本震」、「余震」、「本震後」の4つに分類した。ここで、「本震前」の地震とは2008年岩手・宮城内

陸地震の震源域の外で2008年6月以前に発生した42
地震（MJMA 3.2–7.2）、「本震後」の地震は同様に震

源域の外で2008年7月以降に発生した14地震（MJMA 
3.9–6.9）、「本震」は、2008年岩手・宮城内陸地震

本震、「余震」は2008年岩手・宮城内陸地震の余震

40地震（MJMA 3.5–5.2）である。対象となる地震数、

マグニチュード、震央距離、深さ範囲などを表1にま

とめた。それぞれのデータセットに含まれる地震の

震央を図1に示す。本震以外の地震は地表での最大加

速度が370cm/s2未満の弱震動時の記録のみを使用し

た。この際、観測波形を目視で確認し、P波及びS波
の立ち上がりが明瞭な記録のみを使用した。「本震

後」及び「本震前」の地震については、表層地盤へ

ほぼ鉛直に入射するとみなすことができるように震

源が遠く深い地震を選択した。 

 
3. 観測スペクトル比の解析 

3.1 解析方法 

 ここでは、観測された地震波の時刻歴をP波部分、S波部分の2つのタイムウィンドウに区分した。た

だし、「本震」と「余震」のデータセットに含まれる地震については、S–P時間が短く、フーリエスペ

クトルを安定に求めるための十分な長さのタイムウィンドウ（5秒以上）が確保できないため、P波部分

は解析していない。解析に先立って、地表地震計と地中地震計の設置方位差を補正した。水平動及び上

下動それぞれについて、各々のタイムウィンドウの時刻歴波形の前後に10%の時間長のコサインテーパ

を適用し、フーリエ振幅スペクトルを求め、中心周波数の±10%の幅の矩形窓関数で平滑化した。水平動

についてはEW成分とNS成分の振幅スペクトルのベクトル和を水平動の振幅スペクトルとした。各デー

タセットについて観測スペクトル比の対数平均と標準偏差を求めた。 
 

表 1 解析に使用したデータ 

 
Number 

of 
events 

MJMA Depth 
(km) 

Epicentral 
Distance 

(km) 

PGAsurface 
(cm/s2) 

Events before 
MS 

P-part 15 5.0 – 7.2 40 – 121 < 370 < 320 S-part 42 3.6 – 7.2 20 – 121 < 370 
Mainshock 

(MS) S-part 1 7.2 7.8 2.9 ~ 3900 

Aftershocks S-part 40 3.5 – 5.2 4.5 – 12 < 21 < 370 
Events after MS 

excluding 
aftershocks 

P-part 7 4.3 – 6.9 27 – 112 < 240 
< 130 S-part 14 3.9 – 6.9 24 – 112 < 240 

図 1 KiK-net IWTH25 観測点の位置（▲）と

本研究で記録を解析した地震の震央（○、赤：

本震、緑：余震、青：本震前、橙：本震後）
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3.2 強震時と弱震時の地表/地中スペクトル比の比較 

 強震時（本震）と弱震時（余震）の地表/
地中スペクトル比を比較した（図2）。S波部

分の水平動のスペクトル比では、1–20Hzにお

いて強震時と弱震時のそれらは大きく異な

っており、本震の観測スペクトル比は値が小

さく、明瞭なピークはみられなかった。 
 上下動のスペクトル比は、0.2–10Hzでは、

強震時と弱震時の観測スペクトル比は互い

によく似ていたが、10Hz以上の高周波数で

は違いがみられた。 
 
3.3 本震前後での地表/地中スペクトル比の比較 

 図3にP波部分及びS波部分の水平動成分と上下動成分の観測スペクトル比を比較した。スペクトル比

の標準偏差はいずれも小さく、それぞれのデータセットにおいて観測スペクトル比が安定に求められて

いることが分かる。4つのデータセットに共通して、水平動成分と上下動成分のスペクトル比の形状は異

なっている。水平動成分については、0.7Hzまでスペクトル比が1でフラットであり、上下動成分は1.2Hz
付近までフラットであった。 
 P波部分とS波部分のスペクトル比をそれ

ぞれ比較すると、「本震前」（図3の青実線）

と「本震後」（図3の赤実線）のいずれにおい

ても、水平動成分のP波部分とS波部分のスペ

クトル比は互いによく似ている。上下動成分

については、P波部分とS波部分で3Hz付近に

見られるピークの位置が少し違うなど形状に

違いが見られるが、この違いは水平動部分と

上下動成分の違いに比べればずっと小さい。

また、「本震前」、「本震後」のスペクトル

比の形状は、図2に示されている「余震」のス

ペクトル比とよく似ており、地震によらずス

ペクトル比が安定している。 
 「本震前」及び「本震後」のデータセット

は震源が観測点から遠いため、地中地震計に

はほぼ鉛直入射していると見なすことができ

る。P波水平動はPS変換波、S波上下動はSP
変換波や多重反射しているP波が卓越してい

ると考えれば、見ているタイムウィンドウに

関わらず、水平動はS波的、上下動はP波的な応答に支配

されていると取り扱うことができる。 
 ここで、特筆すべきは本震前と本震後のスペクトル比

の違いである。本震前後で水平動、上下動のスペクトル

比を比較すると、全体的な特徴は保たれてはいるものの、

高周波数成分において標準偏差に収まらない有意な差が

認められる。水平成分においては5–13Hzにおいて本震前

後の差が見られる。P波上下動成分についても、5Hz以上

においてピーク周波数のシフトが認められる（図4）。水

平動については既往研究でもこのような本震前後の地盤

応答特性の変化は知られているが、上下動についても本

図 2 本震(赤)及び余震(緑)の地表/地中観測スペク

トル比の比較 

図 3 本震前(青)及び本震後(赤)の地表/地中観測ス

ペクトル比の比較 

 
図4 本震前(青)及び本震後(橙)のP波上

下動の地表/地中観測スペクトル比の比較

（周波数軸：線形スケール） 
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震時の極大地震動によって、ごく表層の地盤の状態に何らかの変化が生じ、地表/地中の伝達関数が変化

したことを示唆している。 
 
4. スペクトル比のモデル化による本震前後及び本震時の地盤構造モデルの推定 

4.1 モデル化の方法 

 地下速度構造の推定には様々な手法が存在するが、ここでは地震記録に基づく手法の1つであるスペク

トルフィッティング法を用いた。地表と地中の2点間のフーリエスペクトル振幅比の周波数特性を満たす

表層地盤の速度構造と減衰特性をインバージョンで推定する方法であり、広く用いられている。本震前

後において観測スペクトル比が有意に変化していることが分かったことから、本震時の極大地震動によ

って物性値が変化して可能性があるため、本震前後の各々のデータセットに対する地盤の物性値を求め

て結果を比較した。また、本震時のスペクトル比より強震時の物性値を推定し、弱震時との違いについ

ても調べた。 
 以下に地盤物性値（速度、Q値）の推定方法を説明する。本震前、本震後の弱震動のデータセットに

対しては、鉛直入射を仮定し、S波部分水平動成分のスペクトル比をターゲットとして、S波速度VS及び

QS値を、P波部分上下動成分のスペクトル比をターゲットとして、P波速度VP及びQP値を推定した。本震

時の強震動に対しては、斜め入射によるP-SV波のカップリングを考慮するため、S波部分のRadial成分と

上下動成分をターゲットにして、VS、VP、QS、QPを同時に推定した。 
 理論スペクトル比（伝達関数）の計算には、Thomson-Haskell法5)に複素剛性率を導入することで減衰

を組み込んだもの6)を使用し、一次元水平成層構造を仮定した。本震時の入射角は、P波26度、S波19度
とした。理論伝達関数の計算に必要な変数は各層の層厚、密度ρ、VS、VP、QS、QPである。KiK-netの柱

状図とPS検層、簡易屈折法の結果を参考に8層に区分し、あらかじめ設定した層厚に固定した（表2）。

各層の密度ρi（単位：kg/m3）はGardner et al. 7)による経験式 

  4/1310 Pii V=ρ          (1) 

を用いてPS検層のVPi（単位：m/s）に依存する形とした。表層地盤において密度の取り得る値は、弾性

波速度と比べると限られており、値を固定することによる影響は小さいと考えている。堆積層における

Q値は周波数依存性や弾性波速度依存性をもつ関数形を用いることが多い。ここでは、(1)式のように周

波数fと弾性波速度に依存するQ値を仮定した。 

S

P

fVfQ

fVfQ

SiSSi

PiPPi
γ

γ

α

α

⋅⋅=

⋅⋅=

)(

)(
                                  (2) 

これは小林・他8)が提案したQ値の基本式の第1項目に相当し、小林・他8)では、γSを概ね1.0としている。

福島・翠川9)は多数の既往研究をもとに土質毎のQSをVSとfの関数として表し、QSはfの0.5–0.7乗に比例す

るとしている。 
 したがって，スペクトル比のフィッティングにより求めるべき未知変数は、各層のVPi、VSiと全層共通

のαP、αS、γP、γSである。遺伝的アルゴリズム（GA）を用いて、観測スペクトル比に最も一致する変数

の組み合わせを探索した。各変数の探索範囲を表3に示す。GAの一世代あたりの個体数は30とし、600
世代まで進化過程を繰り返した。さらに、第1世代の個体集団を変えて10通りの試行を行った。モデルの

適合度は評価関数 

  ( )( )∑ −+=−

j
jjj OSH 2ave1 /loglog1 σ               (3) 

により判断した。ここで、Sj、Oj
ave、σjはそれぞれj番目の周波数fjでの理論伝達関数、観測スペクトル比

の相乗平均、対数標準偏差であり、重み付け係数Aj = logfj+1 – logfjである。フィッティング対称周波数範

囲は0.2–20Hzとした。Hの値が大きいほどモデルの適合度が高い。10回の試行で得られた最適解のうち、

Hが大きい上位5つの解の平均値を最終的な解とした。 
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4.2 本震前と本震後の弱震時の地盤構造モデル推定結果 

 GAを用いた探索によって得られた最適モデル（表2及び表3）か

ら計算された理論伝達関数は、それぞれの観測スペクトル比に見

られるピーク周波数や全体的な形状の特徴をよく再現している

（図5）。なお、GAによる探索過程における各世代での評価関数の

最大値の推移から、600世代後には十分収束していることを確認し

た。 
 KiK-netから公表されているPS検層結果と比

較すると、本震前、本震後ともに、第1層から第

6層ではVPとVSは、検層結果より小さい値が推定

された。特に第1層は、VSが検層結果の約70％（本

震前）、約15％（本震後）、VPが約35％（本震

前）、約20％（本震後）となった。 
 本震前後の速度を比較すると、多くの層で同

程度の値が得られているが、第1層、第5層及び

第8層のVP、第1層、第4層及び第5層のVSは10%
以上低下した（図6）。このことの信頼性を確認

するため、各層の弾性波速度の伝達関数に対す

る感度を確認した。その結果、特に第1層のVPと

VSがそれぞれ上下動成分及び水平動成分の伝達

関数に影響していることが分かった。したがっ

て、本震前後の観測スペクトル比に見られた差

は、主として第1層の速度変化によるものと考え

られる。 
 
4.2 本震の強震時の地盤構造モデル推定結果 

 本震に関しては、第1層から第5層までの弾

性波速度を可変とし、泥岩と角礫凝灰岩の非

線形化は考えにくいため、第6層から第8層ま

での弾性波速度は本震前と本震後の平均値

に固定して、モデル変数の推定を行った。 
 本震時の推定結果についても表2及び表3、
図5に示した。前小節の弱震時の結果に比べ

ると、観測スペクトル比に対するフィッティ

ングはよくない。これは、時々刻々と応力－

ひずみ関係が変化する非線形応答時におい

ても線形モデルを当てはめていることによ

表 2 各層の層厚、密度及び推定された速度構造 

Layer Thickness 
(m) 

Density 
(kg/m3) 

P-wave Velocity (m/s) S-wave Velocity (m/s) 
Before 

MS 
During 

MS 
After 
MS 

Before 
MS 

During 
MS 

After 
MS 

1 1 1670 309 154 175 294 106 58 
2 5 1670 608 427 612 344 348 361 
3 28 2010 1288 1210 1272 533 364 506 
4 30 2150 1848 1996 1848 609 405 547 
5 48 2150 2056 2108 1848 1058 1021 896 
6 64 2470 2960 2924 2888 1424 1424 1424 
7 28 2220 3182 3247 3312 1649 1635 1621 
8 56 2330 4182 3929 3675 2063 2109 2154 

表 3 推定された Q値 

 Before 
MS 

During 
MS 

After 
MS 

αP 0.0064 0.0050 0.0054
γP 0.12 0.00 0.56 
αS 0.0112 0.0100 0.0100
γS 0.58 0.10 0.40 

図 5 本震前(青)、本震後(橙)、本震(赤)の最適モデ

ルによる理論伝達関数と観測スペクトル比の比較 

（黒実線は観測スペクトル比の平均と標準偏差、細線

は各地震の観測スペクトル比） 

図 6 本震前(青)、本震(赤)、本震後(橙)の速度構造

モデルの比較 
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る。本研究では、本震時の震動特性の全体像を平均的に表す物性値の比較を行うことを目的として、こ

のようなモデル化としている。しかし、図5からは、強震時は高周波数側のスペクトル比が大きく低減す

るという特徴（特にS波）を再現していることが分かる。このような特徴は弱震時のモデル（図5の青実

線及び橙実線）では説明できるものではない。 
 得られた速度構造を本震前後のものと比較した（図6）。第1層のVPとVSは、本震前の半分以下の値に

求まり、本震後に対する推定値と同程度になった。第2層のVPや第3層、第4層のVSも本震前と本震後の平

均値よりも10%以上小さい値が得られている。強震時に対して推定されたQP値及びQS値は、本震前後の

ものよりも周波数依存性が弱く、解析周波数範囲においてほぼ一定となっている。 
 
5. 議論 

 先名・他10)は、IWTH25において微動アレイ観測を行

い、得られた位相速度の分散曲線から表層のS波速度構

造を推定した。先名・他10)の微動アレイ観測は2009年8
月に実施されている。また、ボーリング調査は本震前の

1999年である。図7(a)にこれら3つの速度構造モデルを比

較した。先名・他の結果10)と本研究の結果は、100m以浅

においてボーリング調査の結果に比べ、S波速度が小さ

いという点で類似している。両者とも第1層の値が特に

小さく、ボーリング調査による結果の40%以下となって

いる。深度50–160 mでは、本研究の結果は先名・他によ

る値10)よりも小さく、異なる手法によって推定された速

度構造に違いが見られる。各々のモデルよりSH波の伝

達関数とRayleigh波基本モードの位相速度を計算して、

比較した（図7b及びc）。推定手法より当然ではあるが、

観測スペクトル比を最もよく説明するのは本研究のモ

デルであり、位相速度は先名・他のモデル10)であり、ど

ちらの場合もボーリング調査による結果よりは改善さ

れていることが分かる。両者による層厚の仮定の違い、

見ている空間的な広がりの違いなどが、このようなモデ

ル間の差の一因となっていると考えられる。 
 「はじめに」で述べたとおり、これまで上下動の地盤

震動特性に関して、明瞭な非線形応答がみられたとの報

告はほとんどなされていない。これは、P波速度を決め

る弾性定数の中で軟弱な飽和地盤では間隙水による体

積弾性率が支配的であり、ひずみの増加に伴う剛性率の

低下が影響しにくいこと11)とともに、上下動は水平動に

比べ振幅が小さいことが多いことが一因として挙げら

れる。例えば、Beresnev and Wen12)は、台湾のLSST鉛直

アレイでの5つの地震記録（最大加速度～0.1g）を調べ

たところ、強震時と弱震時で地表/地中の伝達関数に違

いは見られなかったと報告している。國生・他13)は，1995
年兵庫県南部地震本震時のポートアイランドの鉛直ア

レイ記録を調べるとともに、P波の重複反射理論によっ

て，本震時のVPを同定した。それによれば、埋土層の液

状化により水平動が低減したのに対し、上下動の地表で

の観測最大加速度（559cm/s2）はGL-83m（187cm/s2）の

3倍に増幅していた。本震時も飽和地盤のVPは低下せず、

土質材料の非線形応答は見られなかったとしている。し

 

図 7 本研究(赤)、先名・他 10)(橙)、ボー

リング調査 1)(灰)による(a)速度構造、

(b)SH 波伝達関数及び(c)Rayleigh 波位相

速度の比較 
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かし、これら既往研究で分析された上下動の最大加速度は、2008年岩手・宮城内陸地震のIWTH25のも

のに比べ、はるかに小さい。2008年岩手・宮城内陸地震においては、4gに近い上下動が観測され、トラ

ンポリン効果2)と名付けられた上下非対称な時刻歴波形の特徴が報告されている。第1層を除けば、本震

時に一時的に減少した速度は本震後に本震前の90%以上の値に回復している。しかし、第1層のVP、VS

には回復が見られなかった。本震前と比較すると、VPは本震時に50％、本震後に57%、VSは本震時に35％、

本震後に20％となっている。本研究では、タイムウィンドウに含まれる波形全体のスペクトル比を解析

しているため、トランポリン効果のように逐次的な特徴を直接議論することはできないが、表層地盤が

トランポリンのように振る舞ったとすれば、土質粒子間の結合状態は本震前後で変化すると推測される

ことから、本震後に第1層のVPとVSが回復しなかった事実と時刻歴波形に見られるトランポリン効果は矛

盾しない。そして、トランポリン効果によって引き起こされた地盤状態の変化が第1層付近に集中してい

ることを本研究の結果は示唆している。また、本震前後の上下動のスペクトル比の高周波成分の違いか

ら明らかなように、P波速度も強震時の非線形化の影響を受け得ることが示されたことは、上下動に関

する既往研究では見られなかった新しい事実である。 
 
6. まとめ 

 2008年岩手・宮城内陸地震時に4gに近い上下動の観測されたKiK-net一関西観測点を対象に、本震前後

及び本震時の地表/地中スペクトル比を解析し、大加速度上下動に伴う表層地盤特性の変化について検討

した。本震前、本震、余震、本震後（余震以外）のデータセットについて、P波及びS波部分の水平動、

上下動の地表/地中のFourierスペクトル比を解析した。本震前後の比較から、水平動だけでなく、上下動

でも5Hz以上でピーク周波数のシフトなどスペクトル比の形状の変化が観察された。表層地盤モデルを8
層で表現し、これら観測スペクトル比を理論スペクトル比でモデル化することによって、本震前、本震

時、本震後の地盤構造モデルを推定した。その結果、第1層においてVPが本震によって大きく低下し、

本震後にも本震前の57％までにしか回復しなかった。強震動による地盤の状態変化が本震後も残留した

ものと推測される。 
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